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〈地域調査報告〉
高設養液栽培の導入によるイチゴ産地の復興と栽培景観の変化
― 亘理町と山元町における調査から ―
高　野　岳　彦
東北学院大学教養学部地域構想学科
Ⅰ　はじめに
　2011年の巨大地震による大津波は，明治と昭和
の津波でも被害をうけた三陸リアス海岸地帯だけ
でなく，砂浜海岸の仙台湾岸の沿岸平野にも多大
な被害をもたらした。仙台湾岸南端に位置する亘
理・山元の両町でも，最大浸水深は福島県境の磯
浜で12mに達し，浸水範囲も海岸から２～３km
内陸にまで及ぶという，想像を絶する規模となっ
た（図１）。
　亘理・山元両町の沿岸部は「仙台いちご」の特
産地として知られてきたが，大津波はそのハウス
群の大半を流失させた。生産農家の集落も破壊し，
津波後の沿岸部は以前の姿が思い出せないほど変
わりはててしまった。
　しかし2013年の収穫期から，それまで当地域で
は少なかった高設栽培の大型イチゴハウスが次々
に誕生して，イチゴ生産は急速に復活しつつある。
本報告では，主に2014年６月から15年９月にかけ
て行った実地調査を元にして，イチゴ産地復興の
経過を担い手に着目して整理するとともに，「植
物工場」のごとき高設施設栽培とその団地化とい
う，従来当地ではなかった新たな栽培景観の構成
を明らかにしたい。またあわせて，新たな栽培方
式にかかわる今後の産地の持続的発展の課題につ
いて考察したい。
　以下，Ⅱ章では震災前の亘理・山元両町の農業
と震災被害を概観し，Ⅲ章ではイチゴ生産の回復
経過について補助制度と事業主体に着しながら整
理を行い，Ⅳ章では大型施設化・団地化の栽培景
観の特徴を描出する。最後に，現地で得られた知
見に基づいて，新方式によるイチゴ経営と「仙台
いちご」産地の発展課題について若干の考察を加
えたい★1。
Ⅱ　震災前の概況と震災被害
１．震災前の状況
　亘理・山元両町のイチゴ生産は，昭和恐慌後に
養蚕の代替として地元篤農家が仙台の種苗会社か
ら苗を導入したのが始まりとされ★2，1950年代に
は砂地の灌漑排水改良事業とあわせて露地からト
図１　津波の浸水深
ウォッちず画像，復興支援アーカイブの浸水深，農業集落カー
ド（2005）の旧町村境界線を重ねあわせ。
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ンネル栽培に展開，1960年代には大型ハウスと促
成栽培の技術が導入され，旧村単位の農協（現支
所）ごとに競いあいながら共販体制が整備されて
きた。1970年代には北海道市場への空輸が始まり，
1980年代には吉田と山下に大型選果場が整備され
て，「仙台いちご」としての産地が確立した。こ
の間，品種も70年代に「麗紅」，80年代に「女峰」，
2000年代には「さちのか」と「とちおとめ」，そ
して2005年には県独自品種の「もういっこ」が導
入された★3。出荷市場は，長く地元の仙台市場と
北海道内の都市市場で占められ（図２），1997年
の農協合併後は，単価が高く需要量も多かった北
海道市場でのシェア拡大が戦略的に指向されてき
た★4。
　当地域におけるイチゴの主な生産地は，海岸に
近い亘理町吉田と山元町山下の両地区で（図３），
農業集落カード（2005）によれば★5，吉田地区が
両町の生産量の約半分，山下地区が約３分の１を
占める。花卉や近郊野菜が多い逢隈地区を除いて
イチゴ農家が大半を占めるとみられる「施設野菜」
農家の平均施設面積をみると（図４），山下地区，
浜吉田地区が高い。両地区の海岸沿いを走る県道
「相馬亘理線」には観光イチゴ園の看板が並び，
「ストロベリーライン」と称されて，もぎ取りシー
ズンの週末や休日には家族連れ客で賑わう。
　農林業センサス（2010）でイチゴ農家が集中す
る吉田・山下両地区の営農タイプ（販売農家）を
確認すると（表１），両地区の２大作目はイチゴ
が大半とみられる「施設野菜」と稲作であること，
「施設野菜」の多く（吉田63％，山下76％）と稲
作の大半（約９割）が単一経営★6として行われて
いること，「施設野菜」を主とする準単一複合経
営も相当数（吉田75，山下27）いること，複合経
営は僅少であることが読みとれる。つまり，少な
くとも販売部門としてみれば，イチゴ（施設野菜）
図２　JAみやぎ亘理のイチゴの出荷先の推移（t）
前年の収穫開始から翌年の終了までの数量を終了年に計上した
「年産」データ。2010年は夏までの数量で，年度末に発生した
震災の影響は入っていない。JAみやぎ亘理の資料により作成。
図３　亘理・山元両町のイチゴ作付け農家率
（農業集落カード2005）破線は常磐線
図４　亘理・山元両町の施設野菜農家の平均施設面積
（e-stat農林業センサス2010）
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は専作化した経営として行われている場合が多い
ことが把握できる。
　なお，表中の農家数を地元農協の組織構成（詳
細後掲）と比べみると，「販売あり農家」の数は
正組合員数の半分以下である一方で，「施設野菜」
の農家数は「いちご部会員」の数とほぼ同じで，
イチゴが商業的作物であることを示している。
　地元農協の「みやぎ亘理農協」（以下JAみやぎ
亘理）は，既述の通り1997年の４月，両町内の７
つの旧村ごとの単協が合併して誕生した農協で，
この合併で同農協は単協として全国有数のイチゴ
生産量を持つにいたった。管内の販売額の構成は，
2009年度の数値では１位がイチゴの57.7％，２位
がコメの30.6％で，両者で９割近くを占める（図
５）。他には春菊3.7％，花卉2.2％で、両者が「他
の作物」の過半を占める。
　このように，イチゴは亘理・山元両町の農業収
入の多くを占めるが，経営耕地面積に占めるイチ
ゴ作付面積の割合は2.6％，最も高い割合の「吉
田浜北」集落でも11.4％にすぎず，イチゴの土地
生産性の高さはコメをはるかにしのぐ。JAの経
営モデル（2004 ～ 08版）では★7，10a当たり農業
所得が，イチゴが207万円，コメが5.9万円とされ
ていた★8。他方で，10aあたり労働時間をみると，
イチゴ1,717時間に対してコメは30時間で，イチ
ゴ経営には集約的な労働力投下に対処できる家族
労働力が必要条件となっている。
２．震災被害と回復状況
　東日本大震災での被害の大半は，北端の荒浜で
7.7m，南端の磯浜で12.2mに達した大津波による
もので，図１で示したように両町の平場農地の大
半が浸水した。数字で整理すると次の表２のよう
に，まさに「壊滅」といえる状態であった。
　塩水とガレキで覆われた圃場の復旧作業は，被
災状況の把握と対策方針の検討，被災農家の生活
安定化，そして一次補正予算が成立した2011年５
月から本格的・組織的に着手されることとなった。
その後，2014年までの回復状況を，JAみやぎ亘
表１　経営組織別経営体数（2010）
吉田 山下 2町計
単一経営 342 366 1,560
稲作 194 235 1,203
雑穀、芋，豆類 － 5 10
露地野菜 3 9 19
施設野菜 141 105 279
果樹類 2 11 27
準単一複合経営 108 71 360
　稲作が主位 22 28 126
　2 位が　露地野菜 7 18 49
　　　　　施設野菜 7 6 34
　　　　　果樹類 7 2 18
　露地野菜が主位 5 4 22
　施設野菜が主位 75 27 158
　果樹類が主位 6 10 31
複合経営 16 23 87
　計（販売あり農家） 466 460 2,007
※両地区とも 3件以下の項目は省略
図５　JAみやぎ亘理の年度販売額（10億円）
表２　亘理・山元両町の農業被害の概要
亘理町 山元町
農地面積　震災前 3,450 2,050
　　（ha）　被害面積 2,711 1,595
　　　　　　（被害率％） 78.6 77.8
　　　　　　うち水田 2,281 1,123
　　　　　　うち畑 430 472
イチゴ　震災前の圃場面積 58.3 37.8
　（ha）　被害面積 54.5 36.9
　　　　　　（被害率％） 93.4 97.9
　（人）　震災前の生産者 251 129
　　　　被害生産者 232 124
　　　　　　（被害率％） 92.4 96.1
みやぎ亘理農業協同組合（2013）により作成。
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理の販売および組織に関する数値で確認する。
　まず首位作目であるイチゴの販売額は（図５），
2010年度の29億円に対して，2011年度は７億円，
第２位のコメも前年度の約６割の11億円にとどま
り，翌2012年度も前年とほぼ同程度にとどまった。
目にみえた回復は，後述の「いちご団地」の完成
を待つことになる。
　組合員数の変化をみると，震災前から高齢化に
よる「自然減」が50名ほどあり，土地持ち非農家
が増える傾向あったとみられるが，震災直後の
2011年（４月末現在）は，正組合員が111名，准
組合員も17名の減少となった（表３）。正組合員
は2012・13・14年度も減り続けたのに対して，准
組合員は2013年には94名，14年度は114名と，正
組合員の減少を上回る増加となった。このうち准
組合員の増加には，離農で正から准に転じた組合
員のほか，被災した住宅や家財の復旧への融資を
受けるために新たに准組合員として加入するケー
スも含まれる★9。
　また組織構成では，農協の集落組織である実行
組合の員数が大幅減少を来たした（表４）。これ
は沿岸集落の流出と農地の大区画化事業の進捗と
あわせて，再編が進んでいるためである。また部
会等では，イチゴ，野菜，そして女性部の減少が
大幅であった。このうち，イチゴ部会だけは生産
が回復した2013・14年には会員数が回復に転じて
いる。そもそもこの「イチゴ部会」は2014年度に
発足したもので，それまでは旧農協ごとのイチゴ
生産者組織の「連絡協議会」であった。そのため，
この組織変更こそは，次章以下で述べるような震
災復旧の組織的取り組みを契機とする出荷戦略の
強化とイチゴ農家の組織体制の強化を物語るもの
である。
　イチゴ農家の数は，震災前には正組合員の10分
の１以下であり，震災後の2014年には20分の１以
下という少数派ではあるけれども，経済的には既
掲の表１や図５でみるように管内農業の柱であ
り，地域の農業や観光を支える基幹的役割を担っ
ているといえる。
Ⅲ　イチゴ生産の再起
１．復興をめぐる補助事業と参加主体
　本章では，イチゴ生産再開の流れについて，
JAみやぎ亘理，山元・亘理両町の農政係，亘理
郡農業振興公社でのヒアリングと収集資料，亘理
農業改良普及センターだより113号（2011.11）～
123号（2015.2）の記述により整理する。
　表２に示されたとおり，両町における震災時の
イチゴ栽培農家数は380戸であった。そのうち，
浸水を免れて無被害だった24戸（亘理19，山元５）
と，浸水地にありながら被害軽微で現地再開可能
な20戸が自力再開をめざすことになった。自力で
の再開が困難な被害農家については，表５に整理
表３　組合員数の変化
正 増減 準 増減
2008 4,660 1,316
2009 4,609 －51 1,334 18
2010 4,560 －49 1,353 19
2011 4,449 －111 1,336 －17
2012 4,396 －53 1,367 31
2013 4,343 －53 1,461 94
2014 4,282 －61 1,575 114
※JAみやぎ亘理デスクロージャー誌により作成。
表４　組織構成の変化
2010 2011 2012 2013 2014
実行組合
　逢隈 1,266 1,266 1.266 1.252 898
　荒浜 629 629 629 629 472
　亘理 599 599 599 599 427
　吉田 834 835 835 835 696
　山下 1,252 1,252 1,252 970 936
　坂元 743 737 596 696 557
生産部会
　水稲 120 120 120 120 110
　いちご 388 380 104 137 211
　野菜 262 262 219 215 189
　花卉 26 26 24 24 23
　畜産 58 58 58 58 30
青年部 60 60 60 61 63
女性部 563 563 509 509 468
※アミ部：50以上の減少。JAみやぎ亘理の資料に
より作成。
32―　　―
したような補助事業による再開がめざされること
になった。このうち，「東日本大震災農業生産対
策交付金」は農協，農業法人，農家組織が事業主
体となって生産資材や機材の復旧支援を受けるも
ので，JAみやぎ亘理を主体とする事業に52戸の
農家が参加したほか，山元町内の被災農家が新た
に組織した３つの農業法人もこの事業を受けるこ
ととなった。
　2011年内の再開に至る諸期間の対応を端的に述
べると，①農政局と農業改良普及機関を中心に作
成されたマニュアルによる土壌と用水の除塩対
策，②JAを中心とした交付金や制度資金の農家
への周知・募集，そして，③９月の定植に必要な
苗120万本の普及機関を通じた確保が，主なもの
である。定植苗は宮城県内から79万本，栃木県か
ら51万本と十分な量が確保された。
　また「小山団地」は，JAがイチゴに適した阿
武隈川河畔の砂地の元桑畑の遊休農地に着目し
て，耕作放棄地対策関連の制度をはじめとする補
助制度をあわせて★10，地権者から借地して，県
農業公社が伐根・整地を行って，パイプハウスと
土耕栽培の従来型圃場に整備したものである。入
居者については，組合員から公募した結果，被災
農家８戸（亘理・山元各４戸）が参加した。
　こうして，2011年内に380戸の28％にあたる104
戸★11，作付面積では96haの約２割にあたる19.5ha
で栽培を再開させ，11月には仙台中央卸売市場に
震災後の初出荷を行った。これらが2011年度の出
荷額（図５）に計上されている。
　さらに2011年度後半からは，151戸の農家が参
加することになる「いちご団地」の計画が具体化
し，2013年からの収穫をめざして復旧が進むこと
になった。また入居農家には新たな試みとなる高
設・養液栽培の技術支援のため，亘理郡農業振興
公社が2011年10月に設立され，さらに2013年２月
の「いちご団地」の完工とあわせて「亘理いちご
ファーム」が亘理町によって設立された。
２．いちご団地
　表５に示したように，イチゴの復興事業におけ
る最も多くの被災農家が参加した対応は，町が事
業主体となって「被災地農業復興総合支援事業」
の適用を受けた「いちご団地」の形成である。大
型ハウスと高設ベンチ・養液栽培の方式を全面的
に導入した「いちご団地」は，「仙台いちご」産
地の本格的復興の主役となっている。その立地と
景観上の特徴については次章でまとめて述べるこ
ととし，本節では団地化事業の経過について概観
する★12。
　１）高設・養液栽培の大型施設団地形成の背景
　イチゴの復興にあたって高設ベンチ・養液栽培
の方式が導入された理由は，津波浸水による土壌
の汚濁と，潅水に利用していた地下水が塩分濃度
上昇で利用できなくなったため，必然的に選択さ
れたものといえる。また団地化については，特に
典型的な団地が形成されている亘理町でのヒアリ
ングによれば，用地取得の便と造成・施設設置工
事の効率性の点，そして被災農地の大区画化の計
画が同時に進行しており，地域全体の復興プラン
の中での位置付けからまとまった対応が求められ
たためであるという。
　一方，環境制御機能を備えた大型ハウスの導入
については，先進的施設の多い山元町におけるヒ
アリングでは，震災前の10数年にわたる構造対策
の中で，労力軽減を図るために奨励してきた経緯
があったことと，2012年度から「生産コスト５割
減・収益率２倍化」をめざす国の実証実験施設が
町内に建設され，その栽培を新しく誕生した農業
生産法人「GRA」が担うことが決まり，その研
究成果を取り入れて全国に誇れるイチゴ産地を築
きたいという目標が定められたためであった。
表５　補助金・交付金によるイチゴの復興
生産施設の整備 小山団地 いりご団地
補助
制度
東日本大震災農業
生産対策交付金
制作放棄地再生
利用緊急対策交
付金ほか
被災地農業復興
総合支援事業
事業
主体 JA，農業法人 JAみやぎ亘理 亘理町，山元町
受益
農家 52 農家，3法人 8 151
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　２）事業の経過
　「いちご団地」が実現に至る経過を山元町の例
でみると，2011年８月の震災復興方針にイチゴの
団地化の方針が示され，同年12月に栽培農家に対
して補助制度の説明会が行われた。その際，団地
への参加意向と，従来の土耕・パイプハウスと高
設・鉄骨ハウスのどちらを希望するかと希望面積
の意向もあわせて調査した。その結果，高設・養
液栽培の希望が大多数で，その方式で統一するこ
とになった。団地への参加希望は2012年１月に締
め切られ，２月に参加者への用地の説明，４月に
はいちご団地の管理運営組合が設立された。
　必要面積の決定については，参加希望農家（山
元町では59戸）の被災前の平均面積37aを超えな
い平均34.5a（最小20a ～最大50a）で申請するこ
ととなった。なお，被災した全イチゴ農家（127戸）
の平均面積は30aであったので，申請農家はそれ
を２割ほど上回る平均規模であった。
　施設の仕様については，山元町では既に1999年
から12件の農家で高設・養液栽培が導入されてお
り（岩佐，2014），団地参加農家による仕様の検
討の際にもその方式と経験が引き継がれ，団地管
理運営組合として仕様案を作って町に要望し，環
境制御機能を備えた大型鉄骨ハウス，高設ベンチ
の専用培地による養液栽培で統一されることと
なった。
　こうして，圃場の造成工事は2012年10月に初年
度分の事業が始まり，イチゴの栽培暦にあわせて
2013年１月から育苗棟，夜冷棟，栽培棟の順に建
設されて８月末までに完成し，９月から定植に移
行して2013年11月から出荷という計画が立てら
れ，実際にプラン通りの出荷が実現した。
　他方，亘理町では高設ベンチ栽培の経験農家が
少なかったため，未経験農家にも対処しやすい
簡易的で手動部分を残した独自仕様を国・県の
試験場や普及機関のアドバイスをうけながら作
り上げた。また亘理町では経営規模の小さい農
家が多かったことから事業費も低めに査定され
て，新施設の１戸あたり栽培面積が従前の８割
の平均25a（最小10a ～最大30a）に抑えられた。
　両町とも，従来の地下水に代わる上水道の使用
によるコスト高への対応として，株元の点滴給水
と局所暖房などの省資源技術が導入されている。
　３）入居条件
　「いちご団地」事業は，既掲（表５）の国事業
によるもので，１戸あたり平均1.2億円という高
額な投資である上に，国75％，町25％の補助に
よって受益者負担ゼロという異例の事業となって
いる。そのため参加農家には国から以下のような
条件が付されている★13：
　①国民に事業の全容を公開すること
　②一定期間監査の対象になること
　③数年で施設の放棄にならないよう最低でも10
年間は継続すること
　④被災前の面積や家族労働力と後継者の有無に
みあった面積とすること
　⑤利用者による管理組合を作って運営すること
　以上のような条件を受けて，参加農家は団地ご
とに管理運営組合を組織している（図６）。山元
町の４つある管理運営組合のうちの１つの代表者
へのヒアリングでは，年2,000円を出し合って共
通費にあて，１か所に集まっているメリットを生
かして，互いに意見交換や講習会を開いたり，多
忙時に手伝いあっているという。
　こうした経緯を経て，各いちご団地（表７，図
７）の施設の多くが2012年度内に完成，2013年度
には山元町の残る16戸の施設も完成した。事業主
体は逢隈，開墾場，浜吉田の３つが亘理町，他は
山元町で，野菜と花卉の生産が盛んだった逢隈団
地内には野菜・花卉の施設団地も併設されている。
図６　山元町いちご団地管理組合の組織図
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なお，表７から算出される平均の栽培面積は，亘
理町23.3a（小山団地含まず），山元町33.0aとなる。
３．関連事業
　新たな方式によるイチゴ栽培の支援と生産回復
への対処のため，町が事業主体となる関連事業が
展開された。本節では３つについて概観する。
　１）亘理郡農業振興公社
　同公社は，主として被災農地の復興事業にあ
たって生じる多大な事務作業にあたるため，2011
年10月，亘理郡内の農業振興を目的に掲げて，亘
理・山元両町，JAみやぎ亘理，土地改良区から
の負担金で設立された機関で，両町とJAからの
出向職員が運営にあたっていた。しかし復興事業
の進展で業務が減少したことから，2015年からは
山元町は退会して，公社事務所のある亘理町の事
業となり，町内の農業施設のリース，吉田東部地
区の畑地管理組合の事務局，そして次項で述べる
「亘理いちごファーム」の運営受託に移行した。
　２）亘理いちごファーム
　同ファームは，いちご団地の完成にあわせて亘
理町によって設立された。イチゴのモデル農園で，
次の４点を目標とする：①新たな生産方式におけ
る技術の普及のための実践と研修，②新たな生産
体系の構築，③新たな担い手の育成，④被災農家
の雇用創出。このうち，①については、農業改良
普及センター，宮城県農業園芸総合研究所，JA
と連携して指導にあたるほか，今後の栽培に役立
てるための環境データを計測している★14。また
④については，開業を伝える2013年２月の地元紙
「河北新報」の記事では10人，2015年８月のヒア
リング時には７名を雇用して，一定の成果を上げ
ている。ただ，国の雇用補助が切れる2015年12月
以後についてはイチゴの販売収入によって運営さ
れるようになり，どれほどの雇用継続が可能か明
らかではない。
　③の新規就農者への支援については，2015年８
月現在，該当なしとのことであった。
　このほか，施設内では，仮設住宅入居者の心の
ケアのため「園芸セラピー」がNPOによって行
われ，週３回の野菜づくりが実施されている★15。
　３）新選果場
　「いちご団地」からの出荷開始に先立つ2013年
10月，新しい選果場「亘理山元いちご選果場」が，
浜吉田団地の一角にオープンした。震災前，両町
内に６か所あった選果場のうち，最大の亘理町吉
田と山元町山下の施設が全壊したため，両町合同
表７　「いちご団地」（2014年5月）
農家
戸数
面積
（ha）
栽培ハウス
棟数　　（a）
育苗ハウス
棟数　　（a）
夜冷
棟数
逢隈 12 9.3 12 232 21 59 8
開墾場 28 20.3 31 712 86 275 27
浜吉田 59 35.2 60 1,366 117 424 54
亘理計 99 64.8 103 2,310 224 758 89
山元第1 13 8.3 19 397 47 110 16
山元第2 13 8.8 18 372 58 125 15
山元第3 17 13.4 28 594 82 188 21
山元第4 9 7.5 15 351 44 95 13
山元計 52 38.0 80 1,714 231 517 65
※小山団地は従来型のパイプハウスで他団地と仕様が異な
り，「亘理計」には小山団地を含まない。
図７　イチゴ団地の位置
みやぎ亘理農協（2013）の付図を改変。高速道路（常磐自動者
道）は2014年12月に浪江まで開通している。
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の事業として東日本大震災復興交付金7.6億円を
利用して新設された。敷地面積18,000平米，建屋
面積3,579平米，処理能力は１日９万パック以上
で，両町内の系統出荷のイチゴはここに集荷され
る（写真１）。
４．農業生産法人
　１）概要
　イチゴ復興の新たな担い手として注目されるの
が，震災後に山元町内に相次いで設立された３つ
の農業生産法人である。経営規模の大きさ，自前
の出荷ルート，そして担い手の若い年齢という点
で，「いちご団地」以上に各種報道で多く取り上
げられてきた産地復興の象徴的な存在でもある。
新聞報道やweb情報からそれらの規模，経緯，販
売戦略に関する既存情報を整理すると表８のよう
である★16。
　その特徴は，まず用地面積2.5haに大型鉄骨ハ
ウスという，従前の当地のイチゴ栽培では考えら
れない規模と，土を使わない高設栽培やIT技術
の導入にみられる革新性が目を引く。また，３社
のうち２社では20・30歳代の後継者が担い手と
なっていること，独自のルート開拓とブランドづ
くりを目指していること，そして六次化による事
業拡大を通した地域の雇用創出を企図しているこ
とが注目される。
　他方で，各法人のリーダーは，震災前から町会
議員も務める指導者，農業経験のないIT技術者，
イチゴ農家の後継者と三者三様である。このう
ち，町会議員を務める山元いちご農園のリーダー
は，被災した地元に雇用を作りたいという強い使
命感と，いちご団地に先んじて大型施設と高設栽
培による復興を果たしたという自負を持つ。また
IT技術者でMBA取得を目指していたGRAのリー
ダーは，付加価値づくりのアイディアと世界的視
野から農業のあり方を考える発想を持ち，インド
でのイチゴ栽培に乗り出している。
　これら３法人とも，農協系統に頼らない販路を
開拓しており，「仙台いちご」とは別の「山元い
ちご」や「ミガキイチゴ」などの独自ブランドで
販売する。さらに３法人は，地域の交流拠点とし
ての役割も担い始めている。例えば，山元いちご
農園（株）は飲食・直販・加工・ミーティング室
を備えた研修交流施設「BerryVeryLabo」（写
真２・３）を敷地内に開設している。津波ですべ
てが流失した沿岸地域にあって，同施設は近所の
人のみならず，復興支援や視察に来訪する人の貴
重な休憩・交流の場になっている。
　２）国の実証実験プロジェクトとGRA
　GRAは，表７に記したとおり，地元出身のIT
技術者が震災直後の2011年３月に立ち上げたボ
ランティア組織「NPO法人GRA」を母体とし，
2011年８月，地元農家の協力を得てパイプハウス
表８　３つの法人に関する諸情報の比較
山元いちご農園 GRA 一苺一笑
設
立 2011年６月 2011年末 2012年３月
代
表
長く町議会議員を務
めてきた地域リー
ダー
山元町出身の若手
IT企業家
被災イチゴ
農家の後継
者
規
模
大型鉄骨ハウス８
棟，2.6ha
大型鉄骨ハウス，
2.5ha
大型鉄骨ハ
ウス，2.2ha
経
緯
近隣の同業者２戸に
呼びかけて法人を立
ち上げ，いち早く大
型施設による復興に
乗り出す。団地化に
よる復興のモデル
に。
震災直後に立ち上
げた支援組織が母
体。被災農家２戸と
組んで農業生産法人
に。2012年度から国
100％補助による先
端的イチゴ経営の実
証実験指定を受け
る。インドでも生産
着手。
壊滅した実
家のイチゴ
を復興すべ
く，脱サラ
して同様の
境遇の仲間
を誘って起
業
販
売
「山元いちご」ブラ
ンドでの出荷を推
進。直売・交流施設
を開設
2013年から，１個
1,000円の高級イチ
ゴ「磨きイチゴ」を
展開
六次化をめ
ざす。2014
年１月，朝
摘み宅配を
開始
※「河北進報」記事，web上のインタビュー情報（GRA），社
長へのヒアリング（山元いちご農園）による。
※GRAインタビュー情報のURL：http://u-nite.me/report/；
　http://kobo-chikyumura.gom/?page_id=285
写真１　新選果場内（2014.5.22）
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２棟でイチゴ栽培に着手し，2012年１月に農業生
産法人となった。おりしも，農水省と復興庁によ
る「食料生産地域再生のための先端技術展開事業」
の実施地として山元町が選ばれ，町と研究機関を
含むコンソーシアム★17がその事業主体となった。
その実作業に当たる「普及支援組織」にGRAが
指定されることとなり，2012年３月に新たに「株
式会社GRA」が設立された。図８はその施設の
画像で，中央の90m四方の施設が国の実証実験
施設，その両側にあるのがGRAのイチゴ施設で，
左が通常栽培，右が周年栽培の施設となっている。
　また，国の実証実験施設の構成（図９）は，以
下のようである（野菜茶業研究所,2012）：
　①イチゴ施設（栽培面積21.6a）：宮城県農業園
芸総合研究所が中心となり，東北に適したイ
チゴ養液栽培システムの構築と周年生産性の
向上技術を開発
　②トマト施設（栽培面積31.6a）：野菜茶業研究
所が中心となって，東北の気象にあわせた
トマト等の高収益・周年栽培システムを開発
　③共通ユニット：農村工学研究所が，寒冷地の
大規模施設栽培に共通した基盤技術を研究
　この実証実験事業の地域への効果について
GRAにヒアリング（2015年９月）したところ，
実証実験が目標に掲げる「コスト半減」と「生産
性２倍」の実現については、まだ実験中であり，
正確な結果はコンソーシアムとしてまとめられる
ことになろうが，１人あたりの担当面積は「いち
ご団地」と比べて広いとのことであった。また，
開発技術の地域移転についても今後の課題である
とのこと，雇用効果については，GRAの正社員
17名と，様々な従事時間のパート雇用が25・6人
あるとのことであった。
　この事業は2017年度まで６年間であるが，３年
半が経過した2015年夏の時点ではその成果が地域
に還元される状況にはなっていない状況であっ
た。実証実験に要する労賃を含むすべてのコスト
図８　GRAと実証実験施設（GoogleEarth,2015.6.01）
図９　実証実験施設内の構成（野菜茶業研,2012）
写真２　BerryVeryLaboの外観（2015.10.06）
右奥の棟は小ミーティングに使える交流室になっている。
写真３　BerryVeryLaboの内部（2014.6.12）
イチゴの盛期が過ぎた６月の平日午後の店内は人々が集い，奥
の席では社長が商談中であった。手前に自社のイチゴ加工品が
並び，右手奥には加工場と研修室がある。
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は国の負担であり，その成果の地域移転が待たれ
るところである。
Ⅳ　諸施設の立地と景観変化
１．いちご団地の立地と施設構成
　高設栽培の大型ハウスとそれを集積させた団地
化によるイチゴ栽培の復興は，従前の産地景観を
大きく変えた。本章では，景観変化の視点から前
章で述べた復興状況を改めて確認したい★18。
　１）いちご団地の立地
　「いちご団地」は，震災前にイチゴ施設が集中
していた海沿いの県道「相馬亘理線」から２～
３km内陸側の平野の中央を縦貫する農免道路に
沿って配置され（図７），この農免道路は新たな「ス
トロベリーロード」の役割を果たしている。
　亘理町農政班でのヒアリングによれば，こうし
た立地になった理由は，①塩分を含む地下水の代
わりに水道水の使用が可能であること，②被災農
地がまとまって取得できること，③他の圃場整備
計画の中での位置づけの３点とされ，結果として
既存道路に沿ったり挟まれる立地になったとのこ
とであった。
　他方，団地内の施設の配置をみると，亘理町と
山元町とでは大きな違いがみられる。すなわち，
両町の団地を比べると，亘理町（図10）では施
設が整然と並んだ文字通りの団地になっているの
に対して，山元町の団地（図12）では離散的で
ある。これは，山元町では震災前に50aから1ha
の大区画化の圃場整備が行われて，そこに農地を
所有しているイチゴ農家が多かった。そのため団
地参加農家が自ら施設用地を用意することが認め
られ，その圃場区画に収まる形でイチゴ施設が設
置されることになった。この結果，町が一括取得
した部分と自家用地の部分が混在する状況となっ
ている。これに対して亘理町では，10aから30a区
画の農地が多かったため，施設用地は町が選定し
て一括借地する方式が取られた。この違いが両町
の団地内の施設配置に表出している。
　さらに山元町のいちご団地では，団地管理運営
組合には属していない農業法人の施設も混在して
いる状況になっている。このため山元町の「いち
ご団地」は，景観上の「団地」というよりも，団
地管理運営組合に参加しているイチゴ農家の近隣
組織ととらえるのが実態といえる。
　２）施設構成：栽培棟，育苗棟
　いちご団地内の施設の構成は，外観上はどの団
地も同様で，パターン化した景観をなしている。
もっとも典型的にまとまった亘理町の浜吉田団地
（図10・11）を例にしてみると，次のようである。
まず、タテ（南北）に細長い棟が接続して並んで
いるのが栽培棟で，細長い１棟は８m×50mのサ
イズである。６棟接すると48m，７棟では56mで，
その面積は概ね50m四方の25a前後ということにな
る。イチゴの栽培面積はこの栽培棟の面積をさす。
　栽培棟が上空から白くみえたり黒っぽくみえた
りしているのはハウス内のカーテンの開閉を示し
ており，閉じている棟が白くみえている。
　入居農家の施設面積は，震災前の規模に応じて
15 ～ 40aまであり，それに対応して棟数が決めら
れており，よくみると１ユニットの棟数は微妙に
異なって一定でないことが確認できる。農家への
割り当て面積にはどうしても端数が出てしまう
が，その分については別ユニットにまとめて調整
している。
　一方，亘理町の入居農家の平均規模は約30aで
あり，概ね50m四方の栽培棟とその付帯施設が１
農家の分と把握しても実情と大差はない。いちご
団地の西側に見える黒い農地部分は100ｍ四方の
大区画化工事が進行中の水田であるので，それと
比べることでイチゴ施設のユニットの大きさを画
像からも把握できる。
　栽培棟に付帯してヨコ（東西）に並んでいるの
がパイプハウスが育苗棟である。棟の向きについ
ては，南北棟は温度効率，光の均一性，光線の透
過率に優れているため，栽培棟に採用されている。
他方，育苗棟のパイプハウスは，東西方向に吹く
強風に耐えるために東西方向に設置されている。
　３）施設構成：その他
　１ユニットをより詳細にみると（図11），ユニッ
ト間に東西に水路と進入路が通されており，水路
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を挟んで進入路が通る側が各ユニットの「表」側，
水路だけが通り側が「裏側」で、栽培棟は表側に
垂直に並んでいる（写真４・５）。栽培棟の北東
端に管理棟があり，８m×12mのスペースに，養
液管理，温度管理の制御機器，潅水タンク，予冷
庫が設置されている。栽培棟の裏側に東西に細長
く並ぶのは育苗ハウスで，栽培棟に最も近いもの
が短日処理施設である。こうした設備・施設群が，
図10　亘理町・浜吉田団地（GoogleEarth,2015.6.01）
図11　黄色枠内の拡大（GoogleEarth,2014.3.24）
図12　山元町第一・二団地（GoogleEarth,2015.6.01）
写真４　浜吉田団地内（8m幅の栽培棟が連なる。）
写真５　浜吉田団地の施設の内部（2014.10.09）
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標準的な入植農家が町から貸与された生産手段の
１セットである。
　図11の左端と上端に育苗棟のない栽培棟が並
んでいるのは，自家の育苗施設があるため団地内
には必要としない農家の施設部分である。
　なお，図10の画面左下にみえる青い屋根は，
新しい選果場で，その南に隣接して「亘理いちご
ファーム」の施設と露地圃場がみえる。さらにそ
の南側の図外には深井戸の給水施設があって，利
用農家が管理組合組織を作ってイチゴ以外も含め
た農作業に利用している。
２．地域景観の変化
　津波被災とその後の「いちご団地」や農地の大
区画化の造成は，地域の耕作景観を大きく変えた。
この間の変化はGoogleEarthをみれば容易に確認
できるので，ここでは亘理町浜吉田の付近の2009
年と2015年の画像で示してみたい（図13・14）。
　まず，最も海寄りの浜堤列上の吉田浜集落は，
家並みとイチゴハウス群が海岸林とともにほぼ完
全に流失した。同様の光景は，同浜堤列上の鳥の
海の南側から山元町笠野・新浜付近まで約10km
にわたって続いている。今は移転促進地域となっ
て，元の集落地内に若干のイチゴハウスが点在す
るのみである。
　最も大きく変わったのは，やはりイチゴ圃場と
施設の景観である。すなわち，震災前は海岸林背
後の浜堤上と集落の家並みの中に土耕ハウスが密
図13　浜吉田付近（GoogleEarth,2009.12.10）
図14　浜吉田付近（GoogleEarth,2015.6.01）
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集する景観（図13）が，南北10キロにわたって
続いていた。この従前の土耕パイプハウスの施設
景観は，従来型で復旧した小山団地（図15・写
真６）でみることができる。
　内陸側の第２浜堤列上にある南原や小橋などの
集落もまた浸水して，従前あったイチゴハウス群
は大半が消失したままである。それらのイチゴ施
設の多くが「いちご団地」に集められることになっ
た。そして浜吉田よりも内陸側の平地に１haの
大区画水田が整備されつつある。
　さらに海岸では，流失したクロマツの防潮林に
代わるTP7.2mの防潮堤が建設中で，その内陸側
は将来，海岸林が再生されて公園地に整備される
予定となっている。また，吉田浜集落が位置する
浜堤列上は「産業誘致・再生ゾーン」とされ，大
区画水田の整備とメガソーラー発電の誘致が計画
された（図16）。
　2015年８月現在，一帯には雑草が繁茂する荒れ
地と化し，その浜堤のわずかな高まりに立つと，
荒廃した農地の彼方に，目を疑うような圧倒的な
広がりで連接するイチゴ団地のハウスが白い壁の
ように眺望される。メガソーラーの開発計画は，
2015年３月，岡山県の業者との間で建築協定が締
結された。「仙台いちご」の生産地帯には，新た
な時代の景観が生成しつつある。
Ⅴ　おわりに：景観から構造へ
　以上，本論では「仙台いちご」で知られてきた
亘理・山元町におけるイチゴ栽培の復旧過程につ
いて，立ち現われてきた景観上の革新に焦点をあ
てて報告した。そうした変化は，個別経営，地域
の支援体制，産地の出荷戦略における革新を伴う
ものであることはいうまでもない。本章ではこ
の「みえない構造」の部分にかかわって町役場，
JA，そして生産者へのヒアリングで耳にした知
見を整理し，今後の課題を示して結びに替えたい。
　１）個別経営
　まず個別経営のレベルでは，環境制御設備付き
大型ハウスにおける高設・養液栽培という新方式
による経営の経営・労力両面での持続性の問題が
ある。2013・14年，14・15年と２シーズンの栽培・
出荷を経た経営上の問題について，2015年夏から
秋にかけて農協と団地内の数件の農家にヒアリン
グした限りでは，新培地で心配されたイチゴの品
質（糖度）については従前と大差なく，しかもま
だ「伸び代」（技術の改善余地）があること，ま
た水道水利用などによるコスト増加分は収量の増
加で補われており，「伸び代」も考えるとさらに
収益性を高め得ること，労力は環境制御や潅水の
図15　小山団地（GoogleEarth,2014.4.01）
写真６　小山団地の従来型施設（2015.8.28）
図16　吉田浜のメガソーラーと圃場の完成イメージ
画面中央が吉田浜の跡地。嵩上げ道路を隔てて開墾場いちご団
地が描かれている。広報わたり2014年11月号。
41―　　―
自動化で大きく軽減されて高齢化にも対処できる
こと，という評価の効果が聞かれた。そして，浜
吉田団地の農家ヒアリングによれば，震災前に兼
営してきた稲作は，水田圃場整備完工後は１人の
農家に集積して，他の農家はイチゴ専業でいくと
のことであった。
　２）地域支援体制
　栽培技術の向上つまり「伸び代」の実現と新規
就農の支援については，農業改良普及所内に結成
された技術支援チームのほか，亘理町では「いち
ごファーム」，山元町では３つの農業法人の役割
が注目される。特に「コスト半減，生産性倍増」
をめざす国の実証実験については，６年の事業期
間の終盤を迎えてその成果の地域への還元がどう
なされるのかが注目される。とりわけ山元町では
震災後の人口流出が続く中で，３法人がどれほど
雇用創出と新規就農支援の役割を果たせるかが注
目される。
　３）地域性：亘理と山元
　上記１）・２）の動向については，亘理町と山
元町の違いも注目される。既にみたように，イチ
ゴ経営の規模は亘理町よりも山元町のほうが大き
かったことが，復旧にあったての施設面積にも反
映された。しかも亘理町では従前の８割の面積に
抑えられたことは，亘理・山元両町の規模の差が
震災前よりも開く結果になったことを意味する。
新施設での栽培効率が高まると，規模の大きさが
有利に働くことになるが，このことが経営規模の
大小による農家間で，ひいては平均規模を異にす
る亘理町と山元町のイチゴ経営にどのような展開
の差異を生みだすことになるかが注目される。
　４）JAの組織体制と出荷戦略の統一
　イチゴ生産の復旧と新選果場の完成は，JAに
おける組織体制と出荷戦略に大きな変化をもたら
している。第一は，「仙台いちご」の地域団体商
標いわゆる「地域ブランド」の認定（2012年４月）
である。JAみやぎ亘理営農部でのヒアリングで
は，この出願は他国産の産地偽装のおそれに対処
するために震災前に行われ，認定時期がたまた震
災後になったものとのことである。しかし，それ
以前は宮城県内の系統出荷のイチゴは個選も含め
て「仙台いちご」を用いることができたのに対し
て，今後は共選・共販ものだけに「仙台いちご」
の使用を限ることになった。
　同時に新選果場のオープン（2013年10月）で，
震災前には旧村（旧農協）の選果場に分散してい
たイチゴが１か所に集荷されることになった。そ
れとあわせて，JAでは震災復興の象徴としてイ
チゴを用いた新たなキャラクタ （ー図17）を作成・
発表した。
　さらに，イチゴ生産者の組織も，2013年まで
は旧農協単位のイチゴ部会で，JAみやぎ亘理レ
ベルではその「連絡協議会」にすぎなかったが，
2014年度からは管内一体の「イチゴ部会」に移行
した。そして出荷市場の選択については，今後は
北海道市場を抑制して地元仙台を重視していく方
針の転換を行っているとのことであった。実際に
震災後の出荷市場をみると（図18），2015年産（14
～ 15年）ではそれが出荷量に反映している。
　いずれにせよ，亘理・山元町のイチゴ生産の復
興経過には，景観上の大きな変化のみならず，生
産構造および地域構造上の変化が伴っていること
が把握された。少子高齢化や価格低迷が常態化し
ている日本農業のおかれた状況の中で，「仙台いち
ご」産地が震災復興という稀有の機会に，どのよ
うな構造転換をとげていくのか，今後注視したい。
図17　JAみやぎ亘理のイメージキャラクター
みやぎ亘理農協（2013）
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やぎ亘理資料，高野（2000），鹿野ほか（2005），
石丸（2008）による。
★３：JAみやぎ亘理営農部での聞き取りによる。
★４：e-statサイトの農業集落2010年版では作物別の
数値は公表されなくなったので，2005年版の数値
によっている。
★５：農業センサスの「単一経営」は農産物販売額
の８割以上を占めるもの。「準単一」は６～８割，
「複合経営」は６割以上を占める部門がない農家。
★６：JAみやぎ亘理の長期営農計画（2004 ～ 08）。
★７：最新の2015年営農座談会資料では，イチゴが
199万円余りと微減にとどまったのに対して，コメ
は21,202円と10年前の３分の１の水準となった。
★８：JAみやぎ亘理営農部での聞き取りによる。
★９：栽培棟以外の育苗ハウスや諸資材に全農や民
間財団の支援，国の生産対策交付金を受けている。
★10：自力再開44戸，JA事業主体の交付金事業への
参加52戸，小山団地８戸の計104戸。
★11：山元・亘理両町の農政係，およびJAみやぎ亘
理営農部でのヒアリングによる。
★12：山元町で2011年12月から４月にかけて開催さ
れた受益農家への説明会資料の記載による。
★13：温度，湿度，CO2，土壌温度，土壌湿度，温湯
管温度，外気温，外湿度，風量，雨量
★14：NPO法人ロシナンテス。以下のwebサイトに
活動内容の紹介がある：http://www.rocinantes.
org/activity/tohoku-farm.html
★15：イチゴ生産を手掛ける農業法人にはもう１社
あるが（燦燦園），これは先代が個人でいちご団地
に参加して施設を設置した後，今は後継者に代替
わりして継承されているため，本論ではいちご団
地参加農家と把握している。
★16：代表機関は野菜茶業研究所で，東北農業研究
センター，宮城県農業園芸総合研究所をはじめと
する研究指導機関，東北大学をはじめとする５つ
の大学，農業関連企業など，合計23機関が参加し
ている。http://www.naro.aﬀrc.go.jp/event/ﬁles/
vt_sentan_pro.pdf
★17：以下のいちご団地に関する情報は，JAみやぎ
亘理営農部でのヒアリングと入手資料による。
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図18　震災前後のイチゴ出荷先の変化
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